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１．科学技術トピックス 
 
以下は科学技術専門家ネットワークにおける専門調査員の投稿（５月号は４月７日より５月６日まで）を
「科学技術トピックス」としてまとめたものです。センターが関連する複数の投稿をまとめ、また必要な情報
を付加して独自に編集するため、原則として投稿者の氏名は掲載いたしません。ただし、投稿をそのまま
掲載する場合は、投稿者のご了解を得て、記名により掲載しています。 
 
 
1.1 ライフサイエンス分野 
 
（１）動脈硬化の新規メカニズム 
2001年 4月号のNature Medicine（Vol.7, No.4, 
Page 382-383）に掲載された東京大学大学院医
学系研究科の永井良三教授らが発表した論文
「 Circulating smooth muscle progenitor cells 
contribute to atherosclerosis」を紹介する。 
心臓移植後の術後合併症として動脈硬化から
おこる再狭窄があり、再移植を必要とする例が問
題となっている。これまで心臓移植後の再狭窄は、
中膜①にある平滑筋細胞が血管の内膜に現れ、
異常に増殖するため起こるという定説があった。し
かし今回の発表で、流血中の幹細胞②（末梢血幹
細胞）が内膜に付着し、平滑筋細胞に分化・増殖
することによって病変を形成することが示された。 
血管新生のための血管形成術ではバルーン
（風船）を用いた拡張術が行われている。バルー
ン拡張によって血管壁で平滑筋が増殖することが
知られているが、この機序による可能性が高い。
また、この末梢血幹細胞の血管への付着が阻害
できれば、移植後の再狭窄を防止するとともに、
同様のメカニズムで起こると考えられる動脈硬化
を予防することが期待できる。 
 
（２）がん特異免疫療法③の最近の進歩 
平成 13年 3月 21日～22日に、日本学術振興
会の助成事業「日米がん研究協力事業」の援助
及び米国国立がん研究所（National Cancer 
Institute-NCI）の協力の下、がん研究に関するセ
ミナーがハワイで開催された。本セミナーでは、が
ん特異的免疫療法の最近の進歩に関して日米の
科学者 20 名が集中討議を行った。日本側のコー
ディネーターは久留米大学医学部の伊東恭悟教
授であり、米国側は NCI 外科の Douglas J. 
Schwartzentruber博士であった。 
これまで、がん細胞やがん抗原由来のペプチドで
リンパ球を刺激し続けると、がん細胞に特異的に
反応するキラーT 細胞が誘導されることが分かっ
ており、これらのペプチドはがんワクチンとして期
待されている。 
本セミナーにおいて、キラーT 細胞に認識され
る分子を有するがん拒絶抗原遺伝子が 200 種類
以上同定され、それらにコードされる T 細胞認識
性ペプチド分子は 300種類以上同定されているこ
と、がん患者血清中の IgG 抗体により認識される
分子は 1,500種類以上同定されていることが判明
した。今後この数はさらに増加し、特異免疫系（T
細胞・B細胞）により認識されるがん細胞の分子の
全体像は、今後 3～5 年以内に明らかにされると
予想される。 
しかし、これまでに患者を対象とした臨床試験
におけるがんペプチドワクチンの有効症例は数十
例報告されているものの、再現性に乏しく、臨床
効果が確実に得られる治療法は現在まだ開発さ
れていないことが明らかとなった。ペプチドワクチ
ンによる免疫療法の開発には、一層の臨床研究
の推進が不可欠との共通認識が再確認された。 
一方、抗体を基剤としたがん免疫療法は、臨床
効果が明らかな抗CD20抗体や抗Her2/neu抗体
などが、ここ 2～3年間に全世界的に使用されるよ
うになり、大きな進展が認められていることが再確
認された。それらの成果に立脚し、ヒト化抗体④作
製技術や分子標的技術の進歩が伴って、がん抑
制能力のより高い抗体が開発されつつあることも
明らかになった。また、臨床研究を総合的に評価
した場合、シグナル伝達⑤に関与する抗原分子に
対する抗体が臨床効果で優れていることが分かり
つつあるため、この領域の抗体開発が企業レベ
ルで急進展するものと予想される。 
本セミナーでは、がんペプチドワクチンの臨床
応用開発はまだ途上であり、企業化までに今後 3
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～5 年間は必要であると考えられた。一方、がん
抗体治療は既に企業化がなされており、今後 3～
5年間でそのレベルは急上昇すると予想された。 
（久留米大学医学部  伊東恭悟氏の報告） 
 
 
----------------------------------------- 
用語説明 
①中膜 
血管は、血液接触面で内皮細胞から成る内膜、その外
側に平滑筋細胞と細胞外マトリックスから成る中膜、さら
にその外側に繊維芽細胞とコラーゲンから成る外膜とい
う三層構造をとっている。 
 
②幹細胞 
幹細胞は未分化の細胞で、種々の細胞に分化しうる。
骨髄由来の幹細胞は流血中にも存在し、血球系に分化
するだけでなく種々の臓器の再生にも関与することが最
近明らかとなった。 
 
③がん特異免疫療法 
がん細胞に特異的に反応する免疫細胞（キラーT 細胞
など）や抗体などの免疫反応を利用した治療法 
 
④ヒト化抗体 
マウス抗体の抗原結合部位以外をヒト免疫グロブリン
に置き換えた抗体。 
 
⑤シグナル伝達 
細胞はホルモンなどの伝達物質を介して細胞間で情報
伝達を行う。細胞内では、伝達物質の受容体を介して情
報の伝達を行い細胞の増殖・分化などを制御している。こ
の細胞内シグナル伝達の異常により、細胞のがん化、免
疫病、神経難病などが引き起こされることが知られている 
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1.2 情報通信分野 
 
（１）Last One Mile(末端アクセス回線)の動向 
ＩＴ基本戦略などでブロードバンド化が推進され
ている Last One Mile（基地局と家庭、オフィスを
つなぐ末端アクセス回線）であるが、その技術動
向のトピックスを専門調査員報告より紹介する。 
①IEEE での EFM(Ethernet① in the First Mile) 
検討状況 
IEEE802.3委員会において、EFMワーキンググ
ループ②（日本からはＮＴＴが参加）が 2000 年 11
月に結成されたが、2001年 3月 12～15日に開催
された Plenary Meeting では IEEE-SA(IEEE 
Standard Association)に対してプロジェクトの承認
を求めるための課題(Objectives)を作成した。 
EFM は光ファイバネットワーク導入上の課題と
言われている Last One Mile を Ethernet in the 
First Mile として利用者側の視点で取り上げ、アク
セス系の高速化を目的としている。日本ではアク
セス系の商用化が 10Mbpsレベルで議論されてい
るが、EFMでは 1G（＝1000M）bpsを前提とした議
論がなされるようであり、アクセス系の高速化で日
本がさらに取り残されると懸念される。（青山学院
大学理工学部  水澤純一氏） 
②電力線通信システム 
電力線をデータ通信に用いる電力線通信③
(Power Line Communication) システムに関する国
際会議 ISPLC2001( International Symposium on 
Power-Line Communications and Its Application )
が、2001 年 4 月 4～6 日にスウェーデンのマルメ
市で開催された。この会議は毎年１回開催され、
今年で５回目を数える。本年は、大学の研究者に
よる基礎検討が中心であった昨年までとは打って
変わった雰囲気であった。 
欧州では、より広い周波数を使用できるよう法
律も改正されつつあり、Last One Mileを、電力線
を使った 10Mbps 以上のサービスで実現する動き
がはっきりしてきている。それに伴い、家庭内 LAN
としての研究開発が進んでいる。また米国でも家
庭内 LANを中心に研究開発が進んでいる。 
今回の会議でも、すでに市販フェーズに入って
10Mbps を超える（最高は 45Mbps）製品が欧米
（及び韓国）の企業より出品展示された。また、複
数の電力線通信に関する、欧州委員会の研究プ
ロジェクトも成果の報告を行っており、出展者は
「携帯電話、ADSL④に続く欧州委員会の通信プロ
ジェクトは電力線通信である」と熱心に語った。 
参加者は 28 カ国 180 名、研究発表 59 件、キ
ーノートスピーチ６件があった。平行して複数メー
カーによる実物展示、ビジネス関連発表、パネル
ディスカッションが行われ、欧米を中心に高い注
目を集めていることを物語っている。 
欧米（及び韓国）からの企業を含む多くの参加
者と発表に比べ、日本からは、メーカー１社、大学
数人の参加のみであった。日本での同分野にお
ける研究開発を一層活性化する必要性を痛感し
た。（名古屋大学工学研究科  片山正昭氏） 
③プラスチック光ファイバ⑤ 
高速・大容量のネットワーク型サービスを支える
ファイバとして、プラスチック光ファイバ（POF； 
Plastic Optical Fiber）が注目されている。最近の
情報処理学会誌で森倉氏（松下電器産業）がそ
の動向を報告している（『情報処理』Vol.42、No.4、
pp.390-392、2001年 4月）。 
650nm 帯 LED（発光ダイオード）と POFの組み
合わせで 500Mbpsを 50 メートル、VCSEL(面発光
レーザ)と POFで 1.2Gbpsを 50 メートル、1300nm
帯 LD（半導体レーザ）と POFで 11Gbpsを 100 メ
ートル伝送することがそれぞれ実証されている。 
POFは国内の 3社で全世界の生産量の大半を
占めており、日本から世界に発信できる基盤技術
の 1 つであろう。住宅業界、自動車業界との連携
の中で、技術開発、標準化、実用化の加速が期
待される。（創価大学システム科学研究所  木村
富美子氏） 
 
（２）非同期回路構成法 GasP 
従来の VLSI はチップ全体にクロックという同期
信号を配布することで動作をさせているが、将来
の高集積化と配線自体の遅延によりクロックを
VLSI 全体に配布することは困難であることが指摘
されており、この問題を解決する回路構成法とし
て非同期回路(Asynchronous Circuit)の研究が行
われている。 
2001年 3月 11～14日に米国のソルトレーク市
で開催された ASYNC2001 では、毎年この分野の
トップレベルの研究が発表される。今回、Best 
Paperを受賞した論文では、パイプラインデータパ
スを高速に制御する新しい非同期回路構成法が
提案されている。 
0.35um テクノロジーを用いて実際にこの回路を
試作したところ 1.5GDI/s(giga(=109) data item per 
second)の性能を達成できたと報告している。試作 
に用いられたテクノロジーがさほど新しくないにも
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かかわらず、この性能を達成したことで大いに注
目を浴びた。発表者 I. Sutherland は Sun 
Microsystems の研究者で、このことも、非同期回
路による VLSI 設計が、研究レベルから実用レベ
ルに近づいたものとして受け止められ、今後もま
すます注目すべき分野と思われる。(東京大学先
端科学技術研究センター  中村宏氏の報告) 
 
（３）NGN（Next Generation Network）の標準化
を巡る国際競争 
通信ニーズは、電話サービスからデータ通信サ
ービスへ大きく移りつつある。一方、従来の通信
網は電話を前提に構築されており、データ通信サ
ービスの提供には必ずしも適していない。 
そこで、データ通信サービスを主対象とし、通
信網のコンセプトをゼロから考え直した次世代の
ネットワークが脚光を浴びている。これが NGN で
ある。NGNでは、①電話番号による利用者の識別、
②地域網・長距離網・国際網を樹枝状に接続して
構築する通信網、といった従来の電話網で原則と
されていた事項すら覆される可能性が高い。 
電気通信に関する国際標準化を百年以上にわ
たり担当してきた電気通信国際連合 (ITU)は、
「NGN についても標準化活動を担当しよう」という
ねらいの下に、2001年 4月 24日にワークショップ
“Transition towards next generation networks”を
開催した。しかし、その場で、欧州を中心とする
NGNI（Next Generation Networks Initiative）のメ
ンバーは、米国やアジアにも NGNI への参加を呼
びかけ、ITU とは無関係に地域間協力の形で
NGNのフレームを構築することを提案した。 
NGNI とは、欧州委員会第５次フレームワークプ
ログラムにおける IST プログラム（ Information 
Society Technologies Program）の一環として実施
中のプロジェクトである。その後、欧州電気通信標
準機構(ETSI)から、各地域の標準化団体に対して
同プロジェクトへの招請があり、5 月と 6 月に各団
体が参加する準備会合が開催される運びとなっ
ている。 
NGN について構想段階から主導権を取れるか
否かは、今後の情報通信分野における産業競争
力に大きな影響を与える可能性が高い。ＥＵは移
動通信サービスについてGSM方式を事実上世界
の標準にしてその領域での競争力を確保してい
るが、NGNI は今後もそれを維持させていきたいと
いう希望に基づくものと考えられる。わが国も、産
学官が協力して、早急にこの NGN に対する対応
を強化すべきである。 
（科学技術動向研究センター客員研究官 山田肇） 
 
 
----------------------------------------- 
用語説明 
①Ethernet 
LANの規格の一つで、現在最も広く普及している。通信
速度 10Mbps と 100Mbps があり、1Gbps の規格の標準化
も進められている。 
 
②EFMワーキンググループ 
光ファイバを用いた 1Gbps から VDSL④による数 Mbps
にわたる広い範囲で、データ、電話、ビデオ画像などの通
信を行うための技術的検討を行っている。 
 
③電力線通信 
家庭のコンセントにつながる電力線を通信に使用する
もので、家電製品の制御から始まり、家庭内 LAN から
Last One Mileの通信回線へと応用が広がった。日本では
利用できる周波数帯域が 10kHz～450kHz 程度に制限さ
れていたが，４月に総務省が 2MHz～30MHz 帯の追加を
指示しており、高速回線としての利用が期待されている。
また、九州電力と三菱電機が 3Mbps での通信テストを行
っている。 
 
④ADSL、VDSL 
DSL(Digital Subscriber Line)は現在の電話回線（銅配
線）を用いて数 Mbps～数十 Mbps の高速通信を行う技術。
基地局からの距離や配線の状態によって通信速度が変
化すると言う欠点があるが、ISDN の数倍～十数倍の速
度と、光ファイバーのような新規配線の敷設が不要なこと
から米、韓国などで急速に普及した。いくつかの方式があ
り、まとめて xDSL とも呼ばれる。ADSL(非対称 DSL)は上
り数百 kbps、下り 1.5Mbps程度、VDSL(Very high bit rate 
DSL)は 40-50Ｍｂｐｓ程度の速度が出る。 
 
⑤プラスチック光ファイバ（ＰＯＦ） 
POFは、コア、クラッドともプラスチック製の光ファイバで、
当初は照明用などに使用されていたが、1990年代に慶応
大学小池教授が低損失の GI（屈折率分布）型 POF の製
法と材料を開発し、性能が飛躍的にあがったことから注
目が集まった。高速通信に使用されるのは、主に、屈折
率が連続的に変化する GI 型と階段状、多段階に変化す
るマルチステップ型である。高速デジタル信号を転送する
のに適した広域帯特性と優れた耐雑音特性を有すること、
光信号を伝播するコア部の太さがガラスファイバ（Grass 
Optical Fiber; GOF）の 20～100倍もあり、ファイバ同士を
容易に接続できること、また安価で柔軟な材料（ポリメチ
ルメタクリレート系）を利用していることなどから、家庭、オ
フィス、自動車内などの比較的近距離でかつ高速のネット
ワークの構築に適している。 
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1.3 環境分野 
 
（１）廃棄物から生成されるダイオキシン類①計測
の技術的課題 
廃棄物の中でも特にプラスチック類の処理問題
は早期解決が求められている。プラスチック類は
年間 17 種類、1200 万トンが生産され、700 万トン
が廃棄されている。この内、ポリ塩化ビニル（ＰＶ
Ｃ）には塩素が含まれるため、焼却時にダイオキ
シン類の発生源となり、また処理システムの材料
腐食問題も引き起こしている。 
現在の主たる処理方法は、ダイオキシン類の発
生を抑制するための燃焼条件として法令で定めら
れた 800℃で２秒間以上の滞留を満足するとされ
る焼却炉での処理である。これに代わる新型廃棄
物処理として想定されているのがガス化・溶融シ
ステムであり、ドイツ、日本を中心に複数のタイプ
のものが開発中で、ダイオキシン発生量を現在の
環境基準を 1 桁下回るレベルに低減させるとする
装置も提唱されている。 
一方、鹿児島県川辺町、摂南大学（大阪府）、
民間企業が共同で「有毒ダイオキシンの無害化
技術の実用化に向けた検証作業」を推進するとい
う動きもある。これは、ダイオキシン類をナトリウム
などの還元性を持つ金属などと化学反応させるこ
とで、ダイオキシン類中の塩素原子を水素原子に
置き換え、無害化させることを狙ったものである。 
このような処理法における大きな問題のひとつ
に、生成されるダイオキシン類を随時、定量的に
測定する技術が開発されていないということがある。
焼却処理においては、逐次投入される廃棄物は
組成も量も時間的に変動する。このため、常に環
境基準以下となるようにダイオキシン類の生成状
態を把握する必要がある。 
しかしながら、現状の計測方法では、運転停止
している焼却炉の煙道から採取した排煙中からダ
イオキシン類を溶剤で抽出・濃縮するなどの前処
理を行った後に、ガス・クロマトグラフィー／質量
分析装置で分析するという手法がとられており、
測定結果がわかるまでに、最低でも 2 週間、年度
末などでは 3 ヶ月近くの時間を要している。また、
その費用も高額で、法令で義務付けられているの
は、わずか年 1回の計測である。このような状況の
ため、ダイオキシン類の計測は専門の業者に委
託するのが一般的になっている。 
このような状況の下、数時間程度での計測を行
うべく、ダイオキシン類の同族体を測定する装置
が複数の大手企業によって販売開始されてはい
る。また、昨年 12 月 20 日付の新聞報道では、東
京の電子機器メーカーがレーザーを用いて高感
度でしかもダイオキシン類を直接測定できる可能
性を持った装置を開発したと発表されたが、実際
のダイオキシン類測定の実証はこれからである。 
レーザー計測は、環境基準 0.1 ナノグラム毎立
方メートル以下という極微量の物質をリアルタイム
で測定できる最有力手段と言われているが、排煙
中濃度の定量的計測を実現するには分光的な原
理から大きな技術的困難が予想される上に、膨大
な量になると見込まれるダイオキシン類の光学的
な分子データは未だにほとんど測定されておらず、
これらが研究発展の大きな障壁となると予想され
ている。 
ダイオキシン類への対策では、まず計測技術の
確立が焦眉の急となっている。このために、既存
研究機関の連携や研究推進体制の新たな設立
など、早急かつ強力な産官学連携の研究開発の
推進が求められよう。 
 
 
----------------------------------------- 
用語説明 
①ダイオキシン類 
ポリ塩化ジベンゾ−パラ−ジオキシン（ＰＣＤＤ）とポリ塩
化ジベンゾフラン（ＰＣＤＦ）をダイオキシン類、コプラナー
ポリ塩化ビフェニル（コプラナーＰＣＢ）のようなダイオキシ
ン類と同様の毒性を示す物質をダイオキシン類似化合物
と呼ぶ。ダイオキシン類の現在の主な発生源は、ごみ焼
却による燃焼で、その他、たばこの煙、自動車排出ガス
等の様々な発生源がある。動物実験では、甲状腺機能、
生殖器官への影響、免疫機能低下を引き起こすことが報
告されているが、人に対しても同じような影響があるのか
は不明。 
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1.4 ナノテク･材料分野 
 
（１）半導体３次元フォトニック結晶 
京都大学大学院工学研究科電子物性工学教
室の野田進教授は 2001 年４月の日本結晶成長
学会誌で３次元フォトニック結晶について発表し
た。現在までに、さまざまな興味深い３次元フォト
ニック結晶①作製法が提案されているが、理想的
な条件をもつ結晶は得られていなかった。この条
件の一つ、完全なフォトニックバンドギャップ②を
得るために、野田教授等によって提案・開発され
たマイクロマシーニング法とウエア融着法を組み
合わせた新手法が紹介されている。この方法によ
れば、0.2～1 ミクロンの太さで十分アスペクト比の
長い半導体単結晶を、まるでキャンプファイアー
で使う組薪のように積層することができる。たとえ
ば、周期４ミクロン、幅１ミクロン、厚さ 1.2ミクロンの
半導体/空気回折格子を４層積層したフォトニック
結晶に垂直に赤外光を通過させたところ、ほぼ設
計値どおりの波長カットが実現できた。この波長カ
ットは、このフォトニック結晶にフォトニックバンドギ
ャップが形成されていることを示している。 
三次元ナノテクノロジー製造技術として、また、
具体的な応用例としても有意義な成果である。な
お、同教授のグループは半導体 2 次元フォトニッ
ク結晶の開発にも取り組んでおり、点欠陥を導入
した２次元フォトニック結晶において、理論的に予
言されていた光子の捕獲と自由空間への放射を
明瞭な実験結果で立証した(Nature 2000年 10月
5 日号)。これらの成果は、光学デバイスのみで動
作する複雑な回路の実現へ道筋を示したものと
考えられる。 
 
（２）シンポジウム「不揮発性磁気メモリーＭＲＡＭ
の現状と展望」 
2001 年 3月 29日、応用物理学会により、高速
での書き込み読み出しが可能な次世代の不揮発
性メモリーＭＲＡＭ③に関するシンポジウムが開催
された。 
不揮発性メモリーとしてのＭＲＡＭの可能性は、
日本応用磁気学会において磁性研究者を中心と
して過去数年にわたって議論されてきた。今回、
半導体研究者と磁性の基礎研究者がシンポジウ
ムを開催するという企画は、両分野の交流をはか
り、今後解決すべき問題点を認識・共有できたと
いう意味で大変有意義で時宜を得たものである。
シンポジウムは大教室に立ち見がでるほど盛会で
あった。聴衆には半導体集積回路開発の関係者
の姿も多く見られ、関心の高さがうかがわれた。 
はじめに、宮崎氏（東北大）による簡単なイント
ロダクトリがあったのち、猪俣氏(東北大)が、ＭＲＡ
Ｍの原理と作製技術、将来展望についてわかり
やすく解説した。鈴木氏(電総研)は単結晶 Fe を
使った実験によりトンネル磁気抵抗（TMR）④は２
原子層まで薄くしても保たれることを報告した。安
藤氏（東北大）はコンタクトＡＦＭを用いた電流マ
ップの実験により絶縁障壁の分布の均一性が高Ｔ
ＭＲ比を得るのに重要であると指摘した。堀口氏
(東芝セミコンダクター)は、各種半導体メモリーの
市場動向、動作原理、応用分野を概観したのち、
ＭＲＡＭが不揮発性という特徴の他、磁気抵抗比
が素子面積に依存しないため高集積化が可能な
こと、高速であること、繰り返し回数が 10 の 15 乗
回以上と高いなどの特徴をもつことを示した。大
谷氏(東北大)は、電流磁界の代わりに、圧電効果
による素子選択を用いるという提案をした。能崎
氏（九大）はシミュレーションから、材料の磁気特
性やパターン形状の最適化によって反転磁化を
大幅に低減できることを示した。斉藤氏（東芝）は、
出力電圧が低い原因である磁気抵抗比のバイア
ス依存性をなくすためには、２重トンネル接合がよ
いことを示した。Tehrani 氏（米国モトローラ社）は
256ｋｂのＭＲＡＭのアーキテクチャを中心に必要
とされる各要素技術について述べた。 
議論が集中した点は、ＭＲＡＭの高集積化にと
もなう課題であり、読み出しで重要な高いＴＭＲ信
号電圧をいかに得るか、また書き込み時のスイッ
チング磁界をどのように低減させるかなどがあった。
今後、大容量ＭＲＡＭ用の研究開発の発展が期
待される。 
 
（３）「超伝導研究開発の今後のあり方について
の提言」が発表される 
日本の超伝導研究者のグループである超伝導
科学技術研究会（会長 太刀川恭治東海大学教
授、（財）未踏科学技術協会に設置）は、超伝導
材料の実用化に向けた研究開発に対し重点的に
投資すべきであるという提言を 2001年 4月 12日
に発表した。 
最近の青山学院大学の秋光教授グループが
見出した MgB2
⑤の超伝導をはじめ、電界効果型
の高分子やＣ６０の超伝導発見（米ルーセントテク
ノロジー社 Bell研究所）や、有機物伝導体の高磁
場下での超伝導出現（物質・材料研究機構等）な
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ど、超伝導に関する発見が国内外で相次いでい
る。しかし、世界中の材料研究者にショックを与え
た MgB2 の超伝導の発見は、日本でなされたにも
かかわらず、その後の研究はむしろ欧米を中心と
した外国が先行しており、それに危機感を持って
いる日本の研究者も多い。 
同研究会はそのような危機感の中、MgB2 など
の新規超伝導に関する研究会を組織し詳細な検
討を行い、「超伝導材料の新展開に関する調査
研究」として近く公表する予定である。このような
基礎研究での新たな動向を視野に入れ、研究内
容や研究開発体制全体を見直すために、上記の
調査研究に先行する形で今回の提言は発表され
たものである。 
今回の提言では、物質材料研究にとっては物
質探索や物性理解のための基礎研究と材料化に
向けた応用研究の両輪のバランスをとることが重
要であることを訴えている。特に、最近の新規超
伝導物質 MgB2の発見により再認識された、「新し
い可能性を秘めた物質群の探索や新現象に関す
る基礎研究の重要性」を強調する一方、MgB2 関
連物質を実用材料として今後２～３年中に吟味す
ることを明記している。また、日本が優位性を保っ
ていた銅酸化物や金属系超伝導体の研究開発も、
実用にはもう一歩の段階であり、引き続き強力に
推進する必要があるとしている。さらに、高磁場Ｎ
ＭＲや超伝導デバイスなどの応用機器開発の重
要性を指摘している。 
 
 
----------------------------------------- 
用語説明 
①フォトニック結晶 
誘電率の異なる 2 種類以上の媒質を組み合わせ、周
期構造を持たせた素子のこと。光の波長に周期を近づけ
工夫をほどこすと、ある波長の光をまったく通さなかったり、
わずかな条件の変化で屈折率が大きく変わるといったユ
ニークな特性をもつ。 
 
②フォトニックバンドギャップ（ＰＢＧ） 
あらゆる光の進行方向に対して光が結晶中を伝播する
ことができない周波数帯域のこと。光の禁制帯ともいう。
この周波数帯域の光は結晶中に進入できず反射されるこ
とになる。フォトニック結晶の構造を調節することによりＰ
ＢＧが生じる周波数領域をコントロールできると考えられ
ている。 
 
③不揮発性メモリ－ＭＲＡＭ 
スピントンネル接合素子を用いた随時書き込み読み出
しメモリーのこと。理論的にはＤＲＡＭ並みの速度・低消費
電力・集積度・書き換え回数の能力があると考えられてい
る。不揮発性メモリ－とは、記憶保持動作が必要なＤＲＡ
Ｍなどの揮発性メモリーとは違い、年単位の長期記憶保
持が可能な記憶素子である。コンピュータの起動後直ち
にデータを読み込めるといった特長がある。現在、不揮発
性メモリーとしてフラッシュＥＥＰＲＯＭなどが使われている
が比較的低速度という難点がある。すでに米ＩＢＭ、米モト
ローラ、独インフィネオンテクノロジーズの各社がＭＲＡＭ
を開発することを発表している。 
 
④トンネル磁気抵抗（TMR） 
極薄の絶縁層の両側を磁性金属薄膜ではさんだ構造
の金属両端に電圧をしたときに生じる抵抗のこと。量子力
学的効果により電子は絶縁層をトンネルすることができる。
このとき、両磁性薄膜の磁気モーメントの相対的な向き依
存した電気抵抗が生じる。外部から磁界を印加して、一方
の磁性薄膜の磁気モーメントを変化させるとＴＭＲを急激
に変化させることができる。最近ではＴＭＲが４０％に達す
るものが開発されている。 
 
⑤MgB2（二ホウ化マグネシウム） 
最近、青山学院大学の秋光グループにより超伝導現象
が発見された物質。超伝導転移温度（Tc）は３９ケルビン。
酸化物以外でも高い超伝導転移温度をもつ物質があるこ
とを示し、世界中にインパクトを与えた。今後、遷移金属
や希土類金属を含まない「シンプルで軽い」超伝導体や
半導体、強磁性体の探索に拍車がかかると考えられてい
る。 
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1.5 エネルギー分野 
 
（１）革新的原子炉開発の世界的動向 
米国のブッシュ政権が新しいエネルギー政策
を打ち出したとの報道がなされた。その骨格は、
石炭を中心とする化石燃料を利用した発電での
規制緩和、風力やバイオマスなどの自然エネルギ
ー発電での課税見直しの他に、原子力について
も規制を見直し、新型炉建設を推進するというも
のである。電力会社側の動きでは、最大手のエク
セロン社が出力 10 万 KW 程度というガス冷却小
型原子炉の検討をしていることが伝えられた。 
このような状況の中、日本国内外での革新的原
子炉の研究開発と世界の動向に関し、日本原子
力研究所の落合政昭氏が、東京工業大学原子炉
工学研究所での分散エネルギー源小型原子力シ
ステム研究会で次のように発表した。 
米国では、エネルギー省の主導の下、予算規
模は小さいものの原子力研究の復興を目指した
計画が進められており、大学を中心にいくつかの
革新的原子力プロジェクトが立ち上げられている。
同時に、この復興計画の国際版とも言える計画も
進んでいる。これには、エネルギー省が主催し、
米国、日本、仏国、英国、カナダ、韓国、南アメリ
カ、アルゼンチン、ブラジルが参加している。計画
の目的は、2050 年以降のエネルギー資源確保と
京都議定書遵守のための原子力利用を狙って、
開発途上国でも利用できる、高経済性、高安全性、
核不拡散性、廃棄物低減性を兼ね備えた小型原
子炉を開発しようとするものである。 
会合は、2000 年 1 月のワシントンを皮切りに、8
月にソウル、2001年 3月にはパリで順次開催され
てきている。ワシントン及びソウル会議で、米国は
米国主導による小型炉の国際共同開発を提案し
たものの多数国の反対にあい、パリ会議でロード
マップ作成を別途進める方向を示した。ロードマッ
プ作成に続くR&Dの在り方については、OECDの
プロジェクト化を図る動きもあり、まだ議論の段階
である。 
こうした動きの中で、見え隠れするのは米国と
仏国の思惑である。米国は原子力研究の再興の
必要性を認識しており、米国と無関係に新型炉の
開発が進むことに不快感を示している。今後の見
通しに関して推察できることは、米国は新型炉の
開発を主導しつつ、資金提供において R&D での
日仏両国との共同出資を狙うのではないかという
点である。一方、仏国は、ロードマップ作成以後
の R&D を重視しており、ガス冷却高速炉を本命と
したいと見られ、新たにドイツとロシアの参加を要
望している。 
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1.6 製造技術分野 
 
（１）日本機械学会 FA部門講演会が開催される 
日本機械学会 FA（ファクトリーオートメーション）
部門は、第 1回講演会を 3月 27日に法政大学小
金井キャンパスにおいて開催した。伊東誼東工大
名誉教授、松本和男デンソー（株）常務取締役に
よる特別講演の他 36件の学術講演が行われた。 
学術講演ではスケジューリング関連論文 9 件、
生産システムシミュレーション関連 7件など製造シ
ステムのソフトウエア関係の発表が多くなされた。 
従来のスケジューリングは、管理者が一個所で
効率的にスケジューリングを行うのが基本で、その
ためのアルゴリズムに関する研究が盛んであった。
しかし、インターネット環境においては、事象の発
生した所でスケジューリングを変更し、その結果を
通信することで全体のスケジュールを変更できる
可能性があり、自律分散システムの運用の要とな
るとの認識がある。 
そこで、このような状況に対応するために、分散
型ジョブショップスケジューリングのための情報交
換手順に関する研究（樋野氏、森脇氏 神戸大
学）、ネットワークタイプのスケジューリングシステ
ムの研究（寺井氏、福田氏 法大）、大規模生産
システムにおける分散型リアクティブスケジューリ
ング（谷水氏、杉村氏 大阪府大）などの研究に
ついて発表がなされた。 
この部門講演会では、これらの研究が集中して
発表され、スケジューリングの研究が、数理的な
最適解を求める研究から、通信のインフラを考慮
した実用的なシステムの開発へ移行したこと、将
来の自律性の高い生産システムでの利用を意識
した研究へ移行しつつあることの２点から注目さ
れた。 
また、生産システムのシミュレーションに関して
は、フォーラムが作られ、分散シミュレーション技
術（藤井氏 神戸大）、その実用上の要件（光行
氏 デンソー）、分散シミュレーションの事例（日比
野氏 機械振興協会））などの発表があり、ネットワ
ーク環境において異なる生産システムシミュレー
ターを同期運転させるための技術とその利用可能
性について討論がなされた。ネットワーク技術を
用いたデータ交換、時間の進行管理など実用上
の問題が討論され、実用の可能性の近いことが確
認された。 
以上のように、ネットワーク環境下での生産情
報処理の評価が、単独のアルゴリズムの優位さだ
けでなく、総合的な視点での優劣に変化している
ことが注目される。 
 
（２）印刷法による高分子有機 EL製造技術 
有機 EL（エレクトロルミネッセンス）素子①は次
世代ディスプレー用素子として注目され一部実用
化されている。有機 EL は低温プロセスが可能な
ため、ポリマー基板上にも素子作製が可能であり、
ポリマー基板上にディスプレーを作製することによ
りフレキシブルなディスプレーが実現できる。 
有機 EL 素子は低分子系材料を用いて作成さ
れる場合と高分子系材料を用いて作成される場
合がある。2001年 3月 29日の応用物理学関係連
合講演会において、凸版印刷（株）は、高分子系
材料を発光層として用い、発光効率を高め、キャ
リア輸送層との積層構造を製作するためにロール
方式による印刷法で EL素子を作製する手法を発
表した。従来のスピンコート法はディスク状の基板
となるが、本方式によればロール状の基板に素子
を作製することができ、フレキシブルで大面積の
ディスプレーを簡便にしかも大量に生産できる利
点がある。 
また、2001 年 4 月 4 日には、大日本印刷（株）
が、高分子有機 EL を発光層とし、印刷加工技術
を応用して発光層を塗り分けるカラー・フレキシブ
ル有機 ELディスプレーの効率的な製造技術を開
発したと発表した。 
今回発表された印刷法による製造技術は有機
ELディスプレーの工業的製造技術のひとつとして
注目される。 
 
 
----------------------------------------- 
用語説明 
①EL素子 
蛍光性化合物に電場を加えて励起し発光させる素子。
自発光素子であるためバックライトが不要で、薄膜化・小
型化が容易であることから次世代ディスプレー用素子の
一つとして注目されている。無機 EL と有機 ELがあるが、
輝度、効率などで優れる有機 EL が注目され盛んに研究
開発が行われている。 
                              科学技術動向 2001年 5月  
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1.7 社会基盤分野 
 
（１）火災と人間挙動国際シンポジウム 
2001 年 3 月 26～28 日、米国ケンブリッジ市に
おいて「第2回火災と人間挙動国際シンポジウム」
が開催された。ここでは、建築物などの火災時に
在館者の安全を確保するため、とくに人間の側を
よりよく知ろうという立場からの研究が主に発表さ
れた。火災安全を念頭に置いた設計が工学的に
は可能であることに比べ、人間側の挙動に関する
知見は未だに不十分である。この会合は建築学、
安全工学、そして心理学など、学際的なアプロー
チによって、これらのギャップを埋めようとする努
力の一環である。 
人間挙動の理論化、避難モデル、在館者の特
性、在館者の火災時の反応、煙毒性、被害軽減
のための方策、視認性と空間認知、そして法規制
に人間特性をどう織り込むか、といったテーマで
議論がされた。同シンポジウムでは全部で56編の
論文が採択され、論文集と掲載されており、これら
からは最新の研究動向が把握できる。（独立行政
法人建築研究所  古瀬敏氏の報告） 
 
（２）メガフロートの波による挙動の解析理論 
メガフロートは、全長、全幅とも数ｋｍで、水線
面積では超大型タンカーの数百倍という規模の
扁平な浮体式構造物である。将来は海上空港等
のインフラとしての利用が考えられている。 
この設計においては、波により構造物が弾性挙
動を示すことで、主として剛体運動を仮定する船
舶での知見がそのまま適用できない。また、設備・
装置・模型等の制約から水槽実験も限定的になら
ざるを得ない。そこで、メガフロートを設計するた
めには、解析により、波による挙動の計算と、この
挙動に基づく構造物各部の応力の計算が、十分
な精度で行えることが必要十分な条件となる。 
防衛大の瀬戸秀幸氏らは、コンピュータの能
力範囲内で、このような解析を可能とする理論
を提案し、従来妥当と考えられてきた知見に照
らし合わせても、十分な精度が確保されている
ことを実証した。これによって三次元の超大型
浮体式構造物の Design by Analysis用 Toolが提
供された意義は大きい。なお、この論文は、平
成 13年 4月 6日の日本造船学会授賞論文審査
委員会にて、論文賞の授与が決まった。（石川
島播磨重工業（株） 高橋義明氏の報告） 
 
1.8 フロンティア分野 
 
（１）ロシアが有人火星探査を計画 
2001 年 4 月 11 日、ロシア科学アカデミー生物
医学問題研究所のグリゴリエフ所長は、ロシア研
究者グループが有人火星探査計画の検討に着
手したことを明らかにした。 
それによると、計画は 2016～20 年の実現を目
指しており、現在、日米欧加露により建設中であ
る国際宇宙ステーションの次のステップと位置づ
けた上、これらの国々に参加を呼びかける考えを
示している。また、計画では4～5人の飛行士が乗
り込み、火星到達には 9 ヶ月を要し、探査を含め
ると 2 年近くの長期宇宙飛行になるとしている。そ
して、2005 年迄には計画の概要を固めることとし
ている。 
現在、ＮＡＳＡはポスト国際宇宙ステーション計
画の主要テーマとして、2014～15 年頃を暫定目
標にした有人火星探査計画の予備的な検討を実
施している。この意味で、有人宇宙飛行技術に最
も経験豊富な米ロ両国が有人火星探査計画の検
討を行うことに意義は大きい。 
ただし、現在は、かつての米ソ冷戦時の宇宙開
発競争時代と違って、米ロ両国の政治体制、財政
及び技術開発状況が大きく異なっており、また、
宇宙開発及び利用の日欧加中等世界的な広がり
も進んでいるため、米ロ両国が個別にこうした計
画を推進できる状況にない。 
負担すべき経費、解決すべき技術と安全な有
人システムの開発等実現達成には課題が多い。
そのためには、計画検討段階から各国が協調し
て参加し分担して検討・開発を進め、国際宇宙ス
テーションの完成と利用をステップにして、2020
年頃には国際的な有人火星探査が実現するよう
な計画を進展させる必要があろう。（財団法人ﾘﾓｰ
ﾄｾﾝｼﾝｸﾞ技術ｾﾝﾀｰ  飯塚功氏の報告） 
 
 
 
